
函館市消費生活センター（函館市若松町１７番１２号　㈱中合棒二森屋店本館６Ｆ）

函館市消費生活センター条例

特定非営利活動法人函館消費者協会

市民の消費生活の安定および向上を図るため

昭和４９年１１月２２日

棒二森屋店本館６Ｆスペース　１１０．７㎡

開所時間　午前１０時～午後４時

　　　　　（ただし，市長が必要と認めたときは変更することができる。）

休 所 日　１月１日～１月３日，１２月２９日～１２月３１日

（ただし，市長が必要と認めるときは，臨時に休所し，または休所日において臨時に開所することが

できる。）

※利用料金制の採用　　　　□有　　・　　☑無　

１　指定管理者が行う主な業務の内容および実施状況等

（１）管理業務

　　【業務内容】

　　　・消費生活に関する相談，消費生活に関する商品テスト

　　　・センターの維持管理に関すること。

　　【実施状況】

　　　・適正に実施

（２）委託事業

　　【業務内容】

　　　・消費生活に関する知識の普及および情報の提供

　　【実施状況】

　　　・適正に実施（出前講座，啓発資料の配付など）

（３）自主事業

　　【業務内容】

　　　・函館消費者大学

　　【実施状況】

　　　・適正に実施（平成２６年５月～１０月開講　受講生181名）

２　市民サービス向上のためのその他の取り組み実績

（１）市民および利用者に関することへの取り組み（パソコンの利用サービス ほか）デパート内に設置している利点から，土・日・祝日も市民の相談を受けることができる体制が図られている。
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３　市民ニーズの把握の実施状況

（１）センター内にご意見箱設置

　　　意見なし

（２）出前講座受講者に対してアンケート調査実施

      　回数 ： ４回（計１１７名）

 　　　主な意見…今後も定期的に出前講座を受講したい。

　　　　　　　　町会や老人クラブ等にセンターの活動をもっと周知してほしい。

４　施設の利用状況（利用者数，稼働率など）
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５　指定管理者の収支状況 ← 指定期間

委託料

その他収入

← 指定期間

人件費

報償費

旅費

需用費

役務費

負担金

使用料および賃借料

公租公課費

６　モニタリングの主な実施状況および指定管理者に対する改善指示等の実施状況

（１）事業報告書（年次）に関するもの

①　施設使用状況報告書（実施状況：平成27年5月 実施） 

・書類確認による実施 ／ 利用実績報告書（月報）などとの照合

②　事業実施状況報告書（実施状況：平成27年5月 実施）  

・書類確認による実施 ／ 事業計画書，定期報告書などとの照合

③　収支決算書（実施状況：平成27年5月 実施）  

・書類確認による実施 ／ 収支計画書などとの照合

④　団体の経営状況を証明する書類（実施状況：平成27年5月 実施）  

・書類確認による実施 ／ 収支計画書などとの照合

（２）定期報告書（月報）に関するもの

①　利用実績報告 

・書類確認による実施 ／ 個別相談情報などとの照合（実施状況：毎月）

②　勤務予定および実績  

・書類確認による実施 ／ 事業計画書等との照合（実施状況：毎月）   

③　事業予定および実績 

・書類確認による実施 ／ 事業計画書等との照合（実施状況：毎月）   

（３）その他の報告書に関するもの

①　利用者アンケート実施報告書（実施状況：随時，出前講座実施時）    

②　事故発生状況等報告書／該当する事案なし  

③　クレーム処理等報告書／該当する事案なし    

（４）実地調査によるモニタリング

①　指定管理業務実地調査（定期調査）の実施（実施状況：平成27年４月）

②　指定管理者との定期的ミーティングの実施（実施状況：随時）

③　実施体制（職員の配置，接客態度等）の確認（実施状況：随時）

（５）指定管理者に対する改善指示等の実施状況 ／ 該当する事案なし

（６）指定管理者による自己評価の実施（平成27年3月31日）

（７）市の指定管理者に対する実績評価の実施（平成27年6月30日）
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７　指定管理者に対する評価

（１）指定管理者の自己評価

業務の履行

状況

サービスの

質の状況

団体の経営

状況

（２）市の指定管理者に対する実績評価

業務の履行

状況

サービスの

質の状況

団体の経営

状況

協定書を遵守し，事業計画書及び仕様書の水準以上がなされている。

（事業収支，経営状況に問題はない）

協定書を遵守し，事業計画書及び仕様書の水準どおり行われている。

 （事業収支，経営状況の今後に注意を要する）

協定書の遵守しているが，事業計画書及び仕様書の水準をやや満たしておらず，課題がある。

 （事業収支，経営状況に早急な改善を要する）

協定書や事業計画書に不履行がある。または，業務水準を満たしていない。

効率的な組織運営と適正管理を確保しつ
つ，柔軟な業務遂行に努めている。

Ｄ

Ｃ

区分

事業の実施に際しては，法令および協定
に定める仕様が遵守されていることに加
え，市民ニーズを満たす高水準のサービ
スが提供されている。

法令を遵守した適切な運営がなされてい
るほか，個々の相談に対して丁寧な対応
がとられている。

Ｂ

今後とも良質なサービスの提供に努め
るとともに，積極的な情報発信を行う
など，施設の周知に努めていただきた
い。

■Ａ
□Ｂ
□Ｃ
□Ｄ

区分

コストパフォーマンスを実感できる事
業運営に努めたい。

幅広い年代層の消費者被害の防止を図
るため地域との連携を深める手法を検
討するものである。

利用者に対して，消費者，生活者目線で
相談を聴き取り，利用者の意向を踏まえ
た対応と併せ情報管理を徹底し安心で信
頼される施設運営に努めている。

評価の内容

効率的な適正経理に努めている。

今後も事業収支の適正な処理および適
正な運営に努めていただきたい。

Ａ

評価の内容

■Ａ
□Ｂ
□Ｃ
□Ｄ

評価 課題と今後の対応

■Ａ
□Ｂ
□Ｃ

事業収支，経営状況に問題はない。

評価 課題と今後の対応

■Ａ
□Ｂ
□Ｃ
□Ｄ

■Ａ
□Ｂ
□Ｃ
□Ｄ

相談内容が高度複雑化するなか，関係
法令の改正を受け，相談員に期待され
る役割はますます大きなものとなって
いるところであり，積極的な研修の受
講等を通してさらなる資質の向上に努
め，引き続き良好な相談体制を構築さ
れたい。

■Ａ
□Ｂ
□Ｃ

当施設が行っている業務内容や存在意
義を地域に十分周知を図るよう努める
ものである。


